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平成２５年本別町議会第２回臨時会会議録 

平成２５年４月２６日（月曜日）午前１０時００分開会 

─────────────────────────────── 

○議事日程 

日程第 １         会議録署名議員の指名 

日程第 ２         会期決定の件 

日程第 ３         諸般の報告 

日程第 ４         行政報告 

日程第 ５ 議案第３８号  平成２５年度本別町一般会計補正予算（第１回）

について 

日程第 ６ 議案第３９号  本別町税条例の一部改正について 

日程第 ７ 議案第４０号  過疎地域における固定資産税の課税の特例に関

する条例の一部改正について 

日程第 ８ 議案第４１号  本別町国民健康保険税条例の一部改正について 

日程第 ９ 議案第４２号  本別町国民健康保険病院事業の設置及び管理に

関する条例の一部改正について 

日程第１０ 議案第４３号  財産の取得について 

日程第１１ 議案第４４号  財産の取得について 

日程第１２ 同意第 １号  固定資産評価員選任について同意を求める件 

─────────────────────────────── 

○会議に付した事件 

日程第 １         会議録署名議員の指名 

日程第 ２         会期決定の件 

日程第 ３         諸般の報告 

日程第 ４         行政報告 

日程第 ５ 議案第３８号  平成２５年度本別町一般会計補正予算（第１回）

について 

日程第 ６ 議案第３９号  本別町税条例の一部改正について 

日程第 ７ 議案第４０号  過疎地域における固定資産税の課税の特例に関

する条例の一部改正について 

日程第 ８ 議案第４１号  本別町国民健康保険税条例の一部改正について 

日程第 ９ 議案第４２号  本別町国民健康保険病院事業の設置及び管理に

関する条例の一部改正について 

日程第１０ 議案第４３号  財産の取得について 

日程第１１ 議案第４４号  財産の取得について 



 4

日程第１２ 同意第 １号  固定資産評価員選任について同意を求める件 

─────────────────────────────── 

○出席議員（１２名） 

 議 長 １２番 方 川 一 郎 君 副議長 １１番 林     武 君 

      １番 大 住 啓 一 君      ２番 山 西 二三夫 君 

      ３番 戸 田   徹 君      ４番 黒 山 久 男 君 

      ５番 小笠原 良 美 君      ６番 山 田 鶴 雄 君 

      ７番 方 川 英 一 君      ８番 笠 原   求 君 

      ９番 高 橋 利 勝 君     １０番 阿 保 静 夫 君 

─────────────────────────────── 

○欠席議員（０名） 

─────────────────────────────── 

○説明のために出席した者の職氏名 

 町    長 髙 橋 正 夫 君   副 町 長 砂  原      勝  君 

会計管理者 黒 田   匡 君    総 務 課 長 大和田   収 君 

住 民 課 長 千 葉 輝 男 君   企画振興課長 川 本 秀 二 君 

建設水道課長 横 田 仁 志 君   国保病院事務長 毛 利 俊 夫 君 

総務課長補佐 大 橋 堅 次 君     教 育 長 中 野 博 文 君 

────────────────────────────── 

○職務のため議場に出席した者の職氏名 

事 務 局 長 鷲 巣 正 樹 君   事務局主任 塚 谷 直 人 君 
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○議長（方川一郎君） 開会前に、砂原副町長より発言を求められておりますの

で、これを許します。 

 砂原副町長。 

○副町長（砂原 勝君） 議長より、お許しをいただきました。 

 平成２５年４月１日付け異動で、課長職の位置がかわってございますので紹介

をさせていただきます。 

 まず、最前列の会計管理者、出納室長の黒田匡です。 

○会計管理者（黒田 匡君） 黒田でございます。よろしくお願いいたします。 

○副町長（砂原 勝君） 後ろの列に行きまして、総務課長の大和田収です。 

○総務課長（大和田収君） 大和田と申します。よろしくお願いいたします。 

○副町長（砂原 勝君） その後ろの列に行きまして、住民課長の千葉輝男です。 

○住民課長（千葉輝男君） 千葉でございます。よろしくお願いします。 

○副町長（砂原 勝君） 最後に、ちょっと高い席におります、議会事務局長の

鷲巣正樹です。 

○議会事務局長（鷲巣正樹君） おはようございます。鷲巣でございます。よろ

しくお願いいたします。 

○副町長（砂原 勝君） 以上でございますけども、新課長が２名ほど誕生して

おりますので、どうかこれからもよろしくお願いをしまして、紹介にかえさせて

いただきます。 

ありがとうございました。 

（午前１０時００分） 

───────────────────────────── 

◎開会宣告 

○議長（方川一郎君） ただいまから、平成２５年第２回本別町議会臨時会を

開会します。 

─────────────────────────────── 

◎開議宣告 

○議長（方川一郎君） これから、本日の会議を開きます。 

─────────────────────────────── 

◎日程第１ 会議録署名議員の指名 

○議長（方川一郎君） 日程第１ 会議録署名議員の指名を行います。 

 会議録署名議員は、会議規則第１２７条の規定によって、黒山久男君、戸田

徹君、及び山西二三夫君を指名します。 

─────────────────────────────── 

◎日程第２ 会期決定の件 

○議長（方川一郎君） 日程第２ 会期決定の件を議題とします。 
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 お諮りします。 

 本臨時会の会期は、本日１日間にしたいと思います。 

御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、会期は、本日１日間に決定いたしました。 

─────────────────────────────── 

◎日程第３ 諸般の報告 

○議長（方川一郎君） 日程第３ 諸般の報告を行います。 

報告第３号専決処分報告、平成２４年度本別町一般会計補正予算（第１４回）

について報告を求めます。 

 大和田総務課長。 

○総務課長（大和田収君） 報告第３号専決処分報告。平成２４年度本別町一

般会計補正予算（第１４回）について、地方自治法第１８０条第１項の規定に

より専決処分したので、同条第２項の規定により報告いたします。 

予算書の１ページをお開きください。  

歳入歳出予算補正。 

第１条、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３０万円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ６９億８,６０８万６,０００円とする内容であ

ります。 

３ページ、４ページをお開きください。 

歳入でありますが１７款１項１目寄付金１節総務費寄付金３０万円の増額補

正は、個性あるふるさとづくり基金として、本別町美里別東中にお住まいの○

○○○○様から２０万円、東京都江東区東雲にお住まいの○○○○様から１０

万円の指定寄付金でございます。 

次に、歳出でありますが寄付者の意向により、基金へ積み立てるものでござ

います。 

以上、簡単でありますが専決処分報告とさせていただきます。 

○議長（方川一郎君） これで、報告済みといたします。 

次に、監査委員から平成２５年２月分に関する例月出納検査結果報告書の提

出がありました。 

その写しをお手元に配布しておきましたので、御了承願います。 

これで、諸般の報告を終わります。 

─────────────────────────────── 

◎日程第４ 行政報告 

○議長（方川一郎君） 日程第４ 行政報告を行います。 
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 髙橋町長、御登壇ください。 

○町長（髙橋正夫君）〔登壇〕 脳神経外科外来の開設について行政報告をさせ

ていただきます。 

 脳神経外科外来につきましては、帯広北斗病院と医師派遣につきまして協議

を進めてきたところでありますが、本年５月から北斗病院脳神経外科医師によ

り月１回、午後診療をお願いすることで、先般、合意に達したところでありま

す。 

 詳しい診療日程等につきましては、町広報等で周知をさせていただきますが、

いずれも町民の利便性向上につながるものと考えているところであります。 

 なお、関連条例を今臨時会に提案をしておりますので、よろしく御審議をお

願いしたいと思います。 

 以上、第２回臨時議会行政報告とさせていただきます。 

どうぞよろしくお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） これで、行政報告を終わります。 

─────────────────────────────── 

◎日程第５ 議案第３８号 

○議長（方川一郎君） 日程第５ 議案第３８号平成２５年度本別町一般会計

補正予算（第１回）についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 大和田総務課長。 

○総務課長（大和田収君） 議案第３８号平成２５年度本別町一般会計補正予

算（第１回）について、提案理由の説明を申し上げます。 

 今回の補正は、庁舎修繕及び緊急雇用創出推進事業の追加によるものであり

ます。 

 予算書の１ページをお開きください。 

歳入歳出予算補正。 

第１条、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３,３９８万６,０００円を追

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ７０億９,０６４万７,０００円と

する内容であります。 

それでは、歳出から事項別明細書により御説明いたします。 

５ページ、６ページをお開きください。 

歳出ですが、２款総務費１項総務管理費１目一般管理費１１節需用費１２０

万円の補正は、４月７日に発生しました大雨、強風により、庁舎北側の乾燥室

屋根の一部が欠落したため修繕するものであります。 

次の７款商工費１項商工費２目商工業振興費１３節委託料３,２７８万６,００

０円の増額は、国の平成２４年度繰越予算による緊急雇用創出推進事業であり
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ます。業務委託料の上段にあります新製品開発に伴う調査、研究事業は、地元

農産物の付加価値を高める事業として９７８万６,０００円、次の商店街活用型

中心市街地活性化プロジェクト事業は、商店街の振興を図ることとして８００

万円、次の新産業ビジネス適性調査事業は、有機作物と薬用作物の試作、研究

を目的として１,５００万円の事業内容となっております。 

いずれも、依然と厳しい雇用情勢が続く中、地域に根差した事業の起業等を

支援し、失業者の雇用の場を確保するものであります。 

３ページ、４ページをお願いいたします。 

歳入ですが、１０款１項１目地方交付税１２０万円の増額は、予算歳入歳出

の差額分を計上したものであり、１５款道支出金２項道補助金４目労働費道補

助金１節労働費補助金３,２７８万６,０００円の補正は、歳出で説明いたしまし

た緊急雇用創出推進事業に対する補助金で、要望していた事業の採択見通しが

立ったことによるものであります。 

以上、平成２５年度本別町一般会計補正予算（第１回）の提案説明にかえさ

せていただきます。 

 よろしく、御審議をお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） これから、質疑を行います。 

 阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） ただいま説明いただいた業務委託料の中の三つの事

業なのですけれども、それぞれもう少し概要を教えていただきたい。表題を伺

う限りは、そういう方向なのだというのはわかるのですけども、要望していた

事業が認められたということですから、一定の絵というか、どういう内容なの

か、受け皿何かも含めて、簡単で結構ですから説明をお願いします。 

○議長（方川一郎君） 答弁、川本企画振興課長。 

○企画振興課長（川本秀二君） お答えをさせていただきます。 

 今回の補正予算でございますけども、ただいま総務課長からお話があったと

おり、国の平成２４年度の繰越しの予算でございまして、今回の緊急雇用につ

きましては、起業して１０年以内の企業を対象とするという、起業支援型の雇

用創出事業でございます。 

まず、１点目の新製品開発に伴う調査研究事業でございますけども、これに

つきましては、３月上旬に北海道から募集がありまして、３月中旬にまず申請

をした第１次の募集でございます。本事業につきましては、本町の課題でもご

ざいます新たな仕事づくり、また地産地消の取り組みに沿ったもので、企業の

育成、雇用の推進のための取り組みということになろうかと思います。 

 目的でございますけども、本別産の農産物、これは小豆を想定してございま

すけども、その付加価値を高めるために、２５年度、今回、調査事業でそれぞ
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れ消費者のニーズ調査や市場調査、また販路拡大などの調査業務を取り組みと

いうことでございまして、企業育成と雇用の促進を図って次年度以降にも、あ

ん製造を目指すという事業でございます。それと、この事業の中身は、２分の

１は雇用の人件費ということになります。 

 次に、二つ目の商店街の活用型中心市街地のプロジェクト事業でございます。

これにつきましては、４月上旬に第１次募集が終わった後の第２次募集で、そ

れぞれ募集があったものでございまして、町の課題、第６次の総合計画の推進

を図るため、魅力ある商店街づくり、人材育成などに取り組みをしたいという

ことでございます。中身については、道の駅を中心として大通り商店街、銀河

通り商店街というような形になってございます。この間、商店街の近代化事業

や道の駅を中心としたまちづくり交付金事業でハード面の整備を行ってきてご

ざいますけども、空き店舗対策だとか後継者問題、さまざまな商店街の課題も

あろうかというふうに思ってございますので、今回、中心市街地におけるソフ

ト事業を中心に経常的に取り組んでまいりたいと思ってございます。これらを

担う人材育成が重要というふうに考えてございますので、こういった中身につ

いて、商工会、ＮＰＯさん、それと町の３者で今後、協議をしながらこの事業

を取り組んでまいりたいということで考えております。 

 それから三つ目でございますけども、新産業ビジネス適正調査事業というこ

とで、先ほども御説明があったとおりでございますけども、これも第２次の北

海道からの募集によって町が申請をするものでございまして、町の課題、新た

な仕事づくり、循環型社会の構築、また第６次の総合計画に基づいて多様な取

り組みによる新産業の創出、農業の振興、また雇用の確保を目指すということ

で今回、取り組むものでございます。ＴＰＰを始め、農業を取り巻く環境は極

めて厳しいものがございますし、本町にとっても新たな新作物というか作物の 

向き不向きも必要かというふうに考えてございます。この中で有機農産物、野

菜含めて、また近年、十勝にもかなり広まってきてございますけども薬用作物

の栽培研究も帯広畜産大学と連携をしながら取り組んでまいりたいと。また、

地元の農家の方にも協力をいただいて進める予定でございます。事業の概要に

つきましては、有機作物、薬用作物の栽培研究、または、その先進地視察等を

行ってまいりたいと思っておりますし、有機作物の加工も含めて市場調査、人

材育成、ワークショップなどを開催する予定となってございます。以上でござ

います。 

○議長（方川一郎君） 阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） 計画の、これからいろいろ募集したいということで、

なかなか具体化はまだこれからということだと思うのですけども、とりわけ、

あん製造ということになると、あんを製造してという話しましたよね、一番目
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のあんを新製品開発に伴う、これは、対応する企業というのは、なかなか限定

的になってくると思って聞いていたのです。それで、この前も池田の十勝製餡

といったか、正式名称はあれなのですけど、池田の餡業者が長くやっていた事

業を閉鎖したということで、去年でしたよね。そういう中で、なかなか情勢は

厳しいなと思いながら聞いていたのですけど、ある程度、目星というか、こう

いう業者というか町内業者で、固有名詞はいいのですけども、そういう方向性

はある程度あるのかというのだけ聞きたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 答弁、川本企画振興課長。 

○企画振興課長（川本秀二君） 先ほどもお答えをいたしましたけども、事業

者の関係になります。かなり、町内的には厳しい状況がございますけども、先

ほども申し上げましたとおり、起業して１０年以内の企業ということになりま

す。そうすると町内でも、そう数多くはございません。地元企業さんの中で、

やりたいという希望も、この間あったのも事実でございますので、最終的にこ

れは町から委託するような形になろうかと思いますけども、その事業に委託業

者の選考については、実は起業家支援事業の審査会がございますので、ここを

活用いたしまして、その事業者が適当かどうか含めて判断して決めていきたい

というふうに考えているところでございます。 

 二つ目は、先ほどちょっと申し上げましたけども、これも地元の１０年以内

の企業さんということで、商店街の中心的にある、そういう事業者さんをとい

うことで考えているところでございます。 

 ３点目は非常に、畜大との連携だとか、新たな作物ということで、これにつ

いては、町内の事業者ではちょっと難しい部分もございますけども、一応、公

募をして審査をしていきたいというふうに考えているところでございます。以

上です。 

○議長（方川一郎君） ほかにありませんか。 

戸田徹君。 

○３番（戸田 徹君） この三つの事業ですね、雇用の促進をということです

けども、具体的にどのぐらいの雇用が生まれるということを想定しているのか。 

 それから３番目の新産業の関係ですけど、これは畜大との関係もいろいろあ

るようですけども、具体的にどういうものをやろうとしているのか、もし明ら

かになっているのであれば教えていただきたい。 

○議長（方川一郎君） 答弁、川本企画振興課長。 

○企画振興課長（川本秀二君） お答えをさせていただきます。 

 先ほど申し上げましたとおり、この事業費のそれぞれ２分の１以上が雇用と

人件費に充てるということになってございまして、まず、１番目の部分につき

ましては３名程度の雇用を予定してございますし、２番目の部分につきまして
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は１名ということで積算をしてございます。 

 ３番目が３名ということで、それぞれ事業費を盛り込んでいるところでござ

います。 

 それから３番目の部分で、どういう作物ということでございますけども、農

作物につきましては、有機で今、管内でもやられている小麦だとか、野菜関係

について、ちょっと試験栽培をやってみたいと、こちらのサイドでは考えてご

ざいますけど、今後、農業者の皆様、畜大との協議の中で、どういう方向にな

るか含めて、若干変わる部分も出てくるかとは思いますけど、本町でどういう

ものがやっていけるかという部分の研究でございますので、今の段階では、そ

ういうふうに考えているところでございます。 

薬用作物につきましても、御承知のとおり、ほとんどが今まで中国がメイン

になってございます。ただ、中国も土地の問題だとか日中関係だとかで国内の

製薬会社も輸入をしておりましたけども、そんな情勢があるということで国内

に今、栽培を移して、町内でもこの間つくっている方々もいらっしゃいますけ

ども、かなり難しい作物と、土地に対してですね、それが輪作体系にうまく入

っていけるかだとか、本町にあっているかだとかという部分、非常に研究する

余地があるだろうと思ってございますし、北海道で唯一、名寄にそういう国の

試験的なところがありますけども、そういった部分含めて検討をさせていただ

きたいと思っています。 

参考までに、今、川西農協さんが農協で６０から７０ヘクタールくらいの農

協独自で作付けをやってございます。聞くところによると、一般の作物からみ

ると反収がかなりいいというお話しも聞いています。その部分は、いろいろ課

題もあるのだろうというふうに思っていますけど、そういった部分も十分、今

回の中で調査を図ってまいりたいというふうに思っております。以上です。 

○議長（方川一郎君） 戸田徹君。 

○３番（戸田 徹君） 雇用の関係は、わかりました。 

 それから３番目の関係、話を聞いても非常に何か前が見えないというか、そ

ういうような話でありますけども、今、この時期にこれを取り組んで、ことし

のものになるのだろうかと。それはやはり農業者と、ずっと何年か前もってや

ることばかりではないのだろうから、農協というか農業者との関係はスムーズ

にいくのでしょうか、この辺。どうでしょうか。 

○議長（方川一郎君） 答弁、川本企画振興課長。 

○企画振興課長（川本秀二君） お答えをさせていただきます。 

 作物的に、単年度の作物は今年度何とか間に合うかというふうに思っており

ますけども、小麦あたりは、ことしまいて来年ということになりますから結果

がちょっと見えるかどうかわかりませんけども、いずれにしても、あと農業者
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との御了解もいただいてございます。ただ、かなり広い面積ではございません

けども、そういう中で、肥料の問題だとか、いろんな部分は畜大さんの御指導

をいただきながらやっていきたいというふうに考えておりますけども、いずれ

にしても、そういう農業をやりたいというか、そういう人材育成だとか広報も

含めた中で、本町でそういう部分を進めてまいりたいと、来年以降につなげた

いという思いがございますので、御理解を賜りたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 答弁、髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 戸田議員の御質問の部分ですが、実は、これは今出て

きたものでは本当はないのですけども、数年前から、私ども生薬といっていた

のですが、生薬の栽培をしたらどうかと。また、してくれないだろうかという

お話しが実はあってですね、町内の農家の皆さん方に面積を借りて、その管理

も含めてということで実は、担当等含めて何件かお願いして来た経過なのです

が、どこも、大変だという話なのです。また、やっているところもあるのです。

今、言われた川西だとか、またオホーツク管内でもやられているところがある

のですが、本当に今のような国際情勢ですから、中国に多くを求めていた生薬

の栽培が国内にということの方針がかなり強く出されていますから、それで本

町のほうにもそういうお話をいち早くいただいたものですから農家を歩きまし

た。なかなか今現在の農業の畑作農家の皆さん方の体制では、３０町、４０町、

５０町と機械作業を家族でやって、さらにまた手作業で、例えば５反歩だとか

１町歩だとかとやるというのは、これは到底できるような状況ではないという

ようなことも結果として、そういう情報が私どももしっかりと聞かせていただ

いたので、それでは、なかなか既存の農家の人方にそこを求めても難しいだろ

うと。だから新しくというか、別に受け皿をつくっていただいて。栽培といっ

ても本格的に始まるわけではありませんから、どういう種類のものが本町のど

ういう土壌にあうのか、やはり成分分析ですから、ほとんどは生薬は根ですか

ら。例えば、一番長い根は高麗人参といわれるのがやはり６年か７年でしょう。

ほかのものは大体３年ぐらいなのですね。だから、それらの年月含めて全部手

作業でほとんどそれを管理しなければならい。さらにまた、それをやるのには

オーガニックというか、やはり有機栽培でなければ生薬の成分がしっかり出な

いということでありますから、それらを研究するということで、今回この事業

にいち早く手を挙げさせていただいて、それで試験研究をさせていただくと、

そういうこの流れで今回きているものですから、それにはやはり今、道庁とも

何回も打ち合わせしたのですが、北海道では名寄に生薬の試験畑があるもので

すから、それらも含めて指導したり、また現地をそれぞれ見させていただいた

りして、どのような方法で、技術的なことも御指導いただきます。さらにまた

有機の肥料、堆肥をつくるにしても、これもやはり畜大との今までの連携含め
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て、私どもも十勝のそういう研究機関の仲間として本町もいろいろ情報だとか、

また技術的な研究もさせていただいていますので、その指導をいただいている

のが畜産大学でありますから、ここともしっかりと連携して、どういうような

ものには、どのような製品の仕方含めて適当なのか、というような技術も含め

て十分に研究させていただきながら将来的にはやはり小さな子供から障害をも

たれている方も含めて、ここでしっかりと事業を行って、そしてまた、今、厚

生労働省のモデル事業で、うちの砂原副町長がトップになってプロジェクトチ

ームをつくっていますけども、これらの国のモデル事業にも障害者の雇用、ま

た生活保護の社会復帰などなど含めてのそういう事業にもこういう農業を中心

として、また新しいチャンスが生まれると、そういうようなことで、いろいろ

本町に求められているというか、本町に来ているいろいろな事業が全部連携で

きて、一つの物語ができ上がるということですから、そのことも含めてしっか

りと、いろいろな予算もいただきながらトータルとして本別で新しいビジネス

が生まれると、そういう形の中でしっかりと取り組んでいくと、その入り口と

して、こういう北海道の事業になりましたので、１０割、１００パーセント補

助ですから、この中で実施をしていきたいと思います。直接まだ雇用がたくさ

んになるということではありませんが、この研究の中で将来を見据えてスター

トしていくと、こういうことでありますので、何年か含めて、最初のものもそ

うですが、最初のあんづくり、小豆の付加価値もそうですけど、これも５年も

前からいろいろ要請があって、なかなか実現するというか、またいろんなとこ

ろで機関と協議をしてきましたけども、なかなか前に踏み出すということにい

かなかった状況がありますが、ここに来て、それが現実として一歩前に出られ

るというような状況でありますので、それと商店街の活性化もそういう意味で

しっかりと連携しながら町全体を商工業、農業含めてこれからの時代に向かっ

ての新しいビジネスチャンスとして、しっかり取り組んでいきたいと、こうい

うことでありますので、御理解いただきたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 林武君。 

○１１番（林 武君） 今、町長のほうから答弁の中で、最後のほうでちょっ

と出たのですけども、農業、商工業と一体となった取り組みというお話があり

ました。それまで、農商工についての連携だとか、６次産業化だとか、そうい

う話がちょっと出ていませんでしたので、最後に町長、そういう６次産業、商

工連携とは言わなかったですけども、大体わかりました。ただ、緊急雇用創出

の推進事業ですから、雇用の場が広がらないとまず意味がないと。ただし前段

で、今よく言われている農業、林業、水産業の１次産業と、それから製造業含

めた２次産業、流通の３次産業、足しても掛けても６になるのです。これが今、

国でも言われている６次産業。これと最終的に、この三つのプロジェクトが整
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合性がどこでとれているのか、それとあわせてしっかりと農商工連携がどのよ

うに具体的にどうしていくのか、その辺のとこを、もし、お答えを持っていれ

ば答えていただきたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 答弁、髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 基本は、やはり１次産業ですから、今このプロジェク

トは特に農業ですから。ここから、要するにつくる、育てる、そして加工する、

販売するということに、まさに今、林議員のおっしゃっている６次産業の基本

的な取り組みなのです。具体的にどうかというと、まだ、それは試験研究、こ

れから研究して、どのような方向性が見えるのか、また、どのような形でこれ

を促進できるのかということのまだ入り口の段階ですから。でも将来的には、

先ほど課長のほうからも説明ありましたけども、それらをしっかりと将来展望

を求めながら、このプロジェクトに取り組んでいくということでありますから、

間違いなく農業、そしてまた、それを育てる人、そしてそれを加工する人、そ

れをまた販売する人と、これはもう間違いなく６次産業化というよりプラスま

た一つ二つの産業になっていくだろうというふうに思いますし、そしてまた雇

用のほうも幅広く、取り組み方によっては大きな本町の基幹の取り組みになっ

ていくだろうというふうに思っていますので、そういう将来的なイメージを持

ちながら、しっかりこの事業を推進していきたいと思っています。もちろん今

の畑作４品やっているうちの農業の基本的な部分は、これも農協とも十分に協

議をしているのですが、これをしっかりと、これは輪作体系も含めてしっかり

やってくださいと。ただ、高齢化などなど含めても、また、本町も今は耕作放

棄地なんていうことはほとんど考えられる状況ではありませんけども、近い将

来やはり高齢化などなど含めて、この豊かな大地の全部が雇用も含めて、また

耕作するということには、なかなか今の農産物では、ちょっと厳しいというの

もありますから、それらも先ほど申し上げましたけど、今の農業者の方にそこ

を新しいものを求めてもなかなか家族労働でこれだけ大きな面積をしっかり頑

張っているというのは、ほかにはなかなか手が出せないと。そんなことも含め

て、また新しい受け皿をつくりながら、そして一生懸命研究をして、それをま

た農業者の皆さん方、そしてまた、長い間がんばっていただいた農業者の皆さ

んに御指導をいただきながら、そういう農地を借りながらしっかりと拡大、推

進していければと、こういうことのまずは農業の基盤であります。それに加工

できるというのは、そこから出たもの、製あんの話ももちろんありますけども、

それは多く、やはりただつくるのではなくて、求めるものがあって、求める先

にそれをしっかりと納めると。つくれば必ず販売できるというルートもしっか

りもちながら、まさに農商工連携の中で、これは本町の優位性をしっかりと示

しながら全国展開に向かっても発信できると、そういうきちんとした裏づけを
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持ちながら進めていくと。さらにまた生薬などなど含めては、そういう企業だ

とか商社含めて、そういう要請に応えて新しい作物としてビジネスチャンスと

していろいろな、いうなれば２４だとか３６ぐらいの種類があるそうですから、

その中のどれだけのものが本町の中で適地、適作でできるのか含めて、また、

今の将来の作物として、どれだけが推進できるかという面では、私どもも少し

は夢が広がるという、こういうような本町の新しい農作物の産品の新しい希望

の持てる商品になっていくのではと、こんなことも含めて今回の入り口のスタ

ートとしたいということでありますから、将来的にはそういうしっかりとした

モデル事業を含めて、いろいろなビジネスを連携しながらしっかりとつくって

いくということでありますので、いつも言われている農商工連携プラスさらに

新しいビジネスということで、大いに私ども推進していきたいと、こういうよ

うに思っています。 

○議長（方川一郎君） ほかにありませんか。 

大住啓一君。 

○１番（大住啓一君） 何名かの議員からも今、質問がありました。町長のほ

うから、また前段は担当課長のほうかも説明がありましたが、作物をつくると

いうことで調べていますと。それで、課長のほうかもありましたし、今の町長

の答弁もありましたが、この時期にこれが出てきたということは、いろいろ予

算の出方があっての補正予算だと思いますが、作物をつくるということになり

ますと、農家の営農計画はもう正月からつくっている段階でございます。先ほ

ど町長のほうからもありましたが、ＪＡさんとの細かい協議、それをどのよう

に進めているのか。課長からの答弁だと思いましたが何件かの農家と云々とい

うのもありましたのですが、この時期もう、御承知のとおり雪が融けて畑に入

る寸前になってきてございますので、その辺、どのような詳細を進めてきたの

か。６次産業化云々という話は当然、本別町としても利点の多いことでござい

ますので進めるべきと思いますが、前段の畑を使って作物をつくっていくとい

う基本中の基本が農協の営農だとか農産だとか、そちらのほうとの細かい協議

があってからこその話だと私は認識してございますので、その辺、どのように

お考えになっているかお聞かせいただきたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 答弁、髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 本町の農業の機関を利用するという意味では、それほ

ど大きな事業でもまだないということなのです。本当に、先ほども申し上げま

したけども、それを農家の人に求めた時に、とても今の経営形態では、今目い

っぱいで家族労働でやっていると。それはなかなかできないということのそう

いういろいろな農業者の皆さん方との話、また農協との話の中から新しいもの

をやるというのは、なかなかならないのです。今、当面は、まだ本別農協は今
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の畑作をしっかりとやっていくと、こういうことですから、そこはそこで頑張

ってくださいと。でも将来的にこのままでいいのかということであれば年齢の

ことも含めていろいろありますから、後継者問題。それで畑作４品プラス１品

２品というのを今までもずっと我々も求めてきたところですから、こういうチ

ャンスは、まだまだそこまでいきませんけど、面積としては、ちょっとまだ本

別の１万ヘクタール、８,０００ヘクタールの中ではほんの少しですけども、そ

れをまず試験をやって、そこを切り口にして、どういうものができるか。そし

てどういう方向でいくのかということですから、それは今質問にあるように農

協と協議して、畑がどうこうというほどのレベルまで残念ながらいかないとい

うことです。それは、今もたれている農業者の方々、先ほど課長から答弁あり

ますように、起業家して１０年以内の人たちに公募をいただきながら、そこに

協力をさせていただいて試験研究する、それはこの農業の部分については、ま

だ、有機の肥料の研究だとか、まだそのレベルでありますから、畑を大々的に

使ってということではまだありませんので、そこら辺は十分にこれから、早く

そういうことができればいいのですけども、そのような方向に向かってしっか

りと協議していくということでありますので、それはまだまだ農協とも十分に

そこら辺については、大きな事業としてはまだまだ詰めていくということは、

これから少し時間がかかるかと思いますが、個人的な部分について１０年以内

の企業の皆さん方に協力いただきながら、それも試験研究機関、また学識の畜

産大学と連携しながらいろいろな、どれがどういう作物にどれがいいのか、ど

ういうような有機の肥料ができるのかなどなど含めての研究をしていくという

ことでありますので、それが今回のこのプロジェクトの一つの産業のあり方で

ありますから、ここは理解していただきたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 大住啓一君。 

○１番（大住啓一君） 町長の今の考え方は将来的に向かってわかりました。

将来、有望なことになることに越したことはございませんし、私もそう思って

おります。したがいまして、試験的な段階という、端的に申しますとそういう

段階であってもある程度の目鼻がたっている状況となれば今回、予算審議をし

ている状況でございますので、ＪＡの幹部の方々、また農協の役員さんも含め

てですね、そういうことも情報としてお話しすべきではないかと思っておりま

すので、その辺、町長の見解を伺いたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 答弁、髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 私どももＪＡとの政策懇談会もやっていますから、そ

の中でいろいろな話をした中では、それはＪＡとして取り組む、まだそういう

規模ではありませんが４月にこれらの協議もさせていただきながら、それぞれ

担当の中も協議をさせていただきながら進めていることでありますので、この
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ことが直接本町の今ある基幹の農業に影響を与えるとかという部分では決して

ございませんので。これから、それが発展していくということになれば、それ

はもう個人的に、また今公募いただく、これからの人たちにということでは、

まだまだ間に合わなくなれば、それは当然、今の営農体系をかえるわけですか

ら、御質問のように。その時には、やはりしっかりとした、どこまでできるの

か、どこまでどういう方向がいいのか含めて、それは協議していかなければな

らないのは当たり前ですけども、そういうようないろいろな方向性を探りなが

ら、今までも議会で何度か質問いただきましたけど、何とか新しい作物を開発

研究できないのか、何か一つ、何かやれないのかというようなことも含めてち

ょっとありましたので、そういう模索をした中で、これらの有望な将来、現実

にやっているところもありますから、それらも含めて御指導いただきながら本

町で、どういうものが一番適しているのかということを含めてのまず研究をし

て、それにあわせて製品の方法も含めて研究をしていくと、こういうことであ

りますから御理解いただきたいと思います。 

○議長（方川一郎君） ほかにありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。 

 これで、質疑を終わります。 

 これから、討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第３８号平成２５年度本別町一般会計補正予算（第１回）に

ついてを採決します。 

 お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第３８号平成２５年度本別町一般会計補正予算（第１回）

については、原案のとおり可決されました。 

─────────────────────────────── 

◎日程第６ 議案第３９号 

○議長（方川一郎君） 日程第６ 議案第３９号本別町税条例の一部改正につ

いてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 千葉住民課長。 
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○住民課長（千葉輝男君） 議案第３９号本別町税条例の一部改正について御

説明させていただきます。 

 今回の改正は、地方税法の一部改正が行われたことに伴います。改正案のお

もな概要について、最初に御説明したいと思います。 

１点目は、復興特別所得税導入による、平成２６年１月１日施行の住民税寄

付金税額控除の改正。 

 ２点目は、平成２６年１月１日施行の延滞金の割合の変更。 

 ３点目は、平成２７年１月１日施行の住宅借入金等特別税額控除の割合の変

更。 

 ４点目は、東日本大震災関連の被災居住用財産の敷地に係る譲渡の期限の特

例及び住宅借入金等特別税額控除の適用期日の特例の読替え規定による改正と

なっております。 

 それでは、改正条文ごとに御説明をさせていただきます。 

 まず、改正文の１行目から２行目の部分ですが、この改正条文は寄付金税額

控除について、このたび所得税において、東日本大震災からの復興のための施

策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法により、復興財源を

確保するため、平成２５年から平成４９年までの間、復興特別所得税、これは

所得税額を課税標準としまして２.１パーセントを乗じた額であります。この復

興所得税が課せられることとなり、平成２６年度から平成５０年度までの各年

度分の個人住民税の寄付金控除の算定の際に改正が必要となったものです。 

参考までに税額で申しますと、年収４００万円で夫婦のみの方が５万円のふ

るさと寄付金をされた場合、今回の改正によりまして、住民税での控除額は２

００円ふえることとなります。 

施行期日は、それぞれ後ほどの附則の部分で出てまいりますが、この寄付金

控除につきましては、平成２６年１月１日となっております。 

続きまして、上段から３行目の第５４条第５項中、以降５行の改正条文は、

固定資産税の納税義務者等についての条文ですが、独立行政法人森林総合研究

所が、旧独立行政法人緑資源機構法及び旧農用地整備公団法の事業で土地改良

事業を施行した土地については、固定資産税を非課税として特例措置で設けら

れていたものですが、適用期限の到来及び実際の適用件数や適用額が僅少であ

るなど、当初の施策意図に見合った効果が今後見込まれないことから削除する

ものです。 

なお、本町ではこれまで該当はありません。 

続きまして、上段から８行目の第１３１条第４項中、以降３行の改正条文は、

特別土地保有税の納税義務者等についての規定ですが、独立行政法人森林総合

研究所は、独立行政法人森林総合研究所法及び旧独立行政法人緑資源機構法の
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事業で土地改良事業を施行した土地については、特別土地保有税非課税として

特例措置で設けられたものですが、これについても適用期限の到来及び実際の

適用件数、適用額が僅少であるなど、当初の施策意図に見合った効果が今後見

込まれないことから廃止したものです。 

なお、本町ではこれまで該当はありません。 

続きまして、改正条文の中ほどになりますが、上から１１行目、附則第３条

の２中「、第５２条」を削り、という部分から次ページの上から１行目までの

条文は、延滞金の割合等の特例について定められております。納税環境整備の

一環として地方税法が改正されたことに伴い改正を行うものです。 

延滞金は、期限内納税者との負担の公平、期限内納税の促進の意義のもと定

められ、逆に還付加算金については納付遅延に対して延滞金が課せられること

との均衡を考慮して、還付金等に対しても一種の利子として付するものです。 

 延滞金の割合は、地方税法の本則では、１点目として、納期限の翌日から１

月間は年７.３パーセント、２点目として、１月経過後は年１４.６パーセントと

されておりますが、この７.３パーセントの部分に対して、年４パーセント、プ

ラス前年１１月３０日時点の商業手形の基準割引率という、特例基準割合を設

けまして、当分の間、最初の１月に係る年７.３パーセントの割合については、

各年の特例基準割合が年７.３パーセントの割合に満たない場合は、その特例基

準割合とする。と定められておりまして、平成２４年度におきましては、延滞

金の７.３パーセントは、特例基準割合により４.３パーセントの割合となってお

りました。 

しかし、この利率でも市場金利から見ますと、かなり高いものとなっており

ますことから、このたびの改正により、延滞金の１４.６パーセントが９.３パー

セントに、４.３パーセントが３.０パーセントとなります。 

なお、還付加算金につきましては４.３パーセントが２.０パーセントになりま

す。 

 施行期日は、平成２６年１月１日です。 

 次ページの２行目から６行目までの改正文ですが、法人町民税の納期限の延

長に係る延滞金の特例について記載されております。特例基準割合の割引率が

年５.５パーセントを超えて定められる日から、その後、年５.５パーセント以下

に定められる日の前日までの期間内に本来、法人町民税の申告書の提出義務が

あった法人が、納期限の延長が認められて５.５パーセント以下となった後に申

告書を提出し、納税した場合の延滞金の特例についての改正であります。 

施行期日は、平成２６年１月１日です。 

続きまして、７行目の改正文は、公益法人等に係る町民税の課税の特例につ

いてですが、租税特別措置法の改正による文言の整理となっております。 
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続きまして、８行目、附則第７条の３の２第１項中、以降３行につきまして

は、個人の町民税の住宅借入金等特別税額控除についての改正文ですが、現行

の住宅ローン控除の対象期間の終期、平成２５年までを平成２９年まで４年間

延長するもので、その期間のうち平成２６年１月から３月までに住宅を取得し

居住された方は、課税総所得金額の５パーセント、ただし、税源移譲された範

囲内で最高９万７,５００円、平成２６年４月から平成２９年末までに住宅を取

得居住した場合の控除については、課税総所得金額の７パーセント、税源移譲

された範囲内で最高１３万６,５００円に拡充するものです。 

なお、平成２６年４月以降に居住した住宅であっても、住宅の費用に含まれ

る消費税率が８パーセント、または１０パーセントである場合のみ適用される

もので、それ以外については5パーセントの９万７,５００円となります。 

 これは、消費税が平成２６年４月に８パーセントに、平成２７年１０月から

は１０パーセントに引き上げられることで、住宅需要の減少が最も大きくなる

と考えられる時期に、特例的な措置として改正されたものです。この改正によ

る住民税の減収分は、全額国費で補てんされることとなっております。 

施行期日は、平成２７年１月１日です。 

なお、今回の改正には該当いたしませんが、平成２５年度に本町で住民税の

住宅ローン控除を受ける方は６７名となっております。  

 続きまして１１行目、附則第７条の４中、以降２行の改正文は、寄付金税額

控除における特例控除額の特例について定められたもので、株式、譲渡所得等、

分離課税所得を有している方の特例措置について規定したものです。 

施行期日は、平成２６年１月１日です。 

 続きまして中ほどの１３行目、附則第１７条の２第３項中、以降２行の改正

文は、地方税法の改正により、条文を整理したものです。 

続きまして、１５行目、附則第２２条の２の見出し中「延長」を以降次ペー

ジの表の終わりまでの部分の改正は、東日本大震災に係る被災居住用財産の敷

地に係る土地等の譲渡期限の延長についてですが、震災により被災し滅失した

土地を譲渡した場合における譲渡所得に係る個人町民税の課税について課税の

特例が適用されるようにするための読みかえ規定であります。 

本町では、該当いたしません。 

 表の次の行、附則第２２条の２第２項中、以降下から９行目までの改正文に

つきましては、震災で家屋を滅失し、それを相続した人が当該土地を譲渡する

場合、被相続人が取得した日を相続人が取得した日とみなす特例を設けたもの

です。 

本町においては、該当がありません。 

 続きまして、下から８行目から次ページの附則の前までの改正文ですが、東
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日本大震災に係る住宅借入金等特別税額控除の適用期間の特例について書かれ

ておりまして、読みかえ規定により住宅を取得したが転勤、療養等のやむを得

ない事情により居住することが出来ない場合、または居住後１０年以内に災害

により一部損壊した部分の補修工事のため一時的に居住することができなくな

った場合でも、その適用を受ければ控除の対象になることを読みかえ規定によ

り定めたものです。 

最後に、附則の部分ですけども、附則の第１条から第３条につきましては、

今までも御説明の中で申し上げました施行期日について定められております。 

 附則第４条第２項につきましては、特定市街化区域農地であった土地の上に

新築された貸家住宅の固定資産税の特例について記載されておりますが、本町

においては、該当いたしません。 

 第３項につきましては、一定の要件を満たした耐震基準適合住宅の改修によ

り固定資産税の２分の１の減額措置を受けるための提出書類について読みかえ

規定により定められております。 

 以上で、議案第３９号本別町税条例の一部改正についての説明を終わらせて

いただきます。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） これから、質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。 

 これで、質疑を終わります。 

 これから、討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第３９号本別町税条例の一部改正についてを採決します。 

 お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第３９号本別町税条例の一部改正については、原案のとお

り可決されました。 

─────────────────────────────── 

◎日程第７ 議案第４０号 

○議長（方川一郎君） 日程第７ 議案第４０号過疎地域における固定資産税

の課税の特例に関する条例の一部改正についてを議題とします。 
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 提案理由の説明を求めます。 

 千葉住民課長。 

○住民課長（千葉輝男君） 議案第４０号過疎地域における固定資産税の課税

の特例に関する条例の一部改正について、御説明させていただきます。 

今回の改正は、過疎地域自立促進特別措置法第３１条の地方税の課税免除ま

たは不均一課税に伴う措置が適用される場合等を定める省令の一部改正により、

条例の改正が必要となり、提案したものです。 

 それでは、改正条文を朗読して説明にかえさせていただきます。 

 なお、括弧書き等の朗読は省略させていただきます。 

 過疎地域における固定資産税の課税の特例に関する条例の一部を改正する条

例。 

 過疎地域における固定資産税の課税の特例に関する条例（平成１５年条例第

２５号）の一部を次のように改正する。 

 附則第４項中「平成２５年３月３１日」を「平成２７年３月３１日」に改め

る。 

 附則。 

この条例は、公布の日から施行し、平成２５年４月１日から適用する。 

 以上でございます。よろしく御審議のほどお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） これから、質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。 

 これで、質疑を終わります。 

 これから、討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第４０号過疎地域における固定資産税の課税の特例に関する

条例の一部改正についてを採決します。 

 お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第４０号過疎地域における固定資産税の課税の特例に関す

る条例の一部改正については、原案のとおり可決されました。 

─────────────────────────────── 

◎日程第８ 議案第４１号 
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○議長（方川一郎君） 日程第８ 議案第４１号本別町国民健康保険税条例の

一部改正についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 千葉住民課長。 

○住民課長（千葉輝男君） 議案第４１号本別町国民健康保険税条例の一部改

正について、御説明させていただきます。 

国民健康保険につきましては、平成２０年度に後期高齢者医療制度が創設さ

れ、従来国民健康保険に加入していた７５歳以上の方は、国民健康保険から後

期高齢者医療制度に移行することとなりましたが、制度創設時の７５歳以上の

方、または制度創設後に７５歳に到達する方と同一世帯に属する国民健康保険

被保険者の国民健康保険税が負担増とならないように、次の特例措置が講じら

れてきました。 

 １点目は、所得に応じた均等割額、世帯別平等割額の軽減措置に係る基準額

の算定におきまして、国民健康保険から後期高齢者医療制度へ移行した方につ

いても、移行後５年間に限り軽減判定の算定上は国民健康保険の被保険者と同

様に位置づけて算定する特例です。この同様の位置づけいたす方を特定同一世

帯所属者と呼びます。 

 軽減判定は、例えば２割軽減の場合ですと、一定の算式があるのですが、そ

の中に後期高齢者へ移行した方も計算式に含めます。含めますと、例えば夫婦

２人世帯ですと、所得額が１０３万円以下なら２割軽減となるのですが、もし、

この高齢者に移行した方を入れなければ８８万円以下でなければ２割軽減を受

けることができなくなります。 

２点目につきましては、主に夫婦２人世帯が対象になるかと思いますが、後

期高齢者医療制度への移行によって、国保の単身世帯となった世帯、特定世帯

と呼びますが、この特定世帯について移行後５年間は世帯別平等割額を２分の

１軽減する措置となっております。 

以上、この２点が制度創設時に設けられた特例措置ですが、これらの措置は、

仕組み自体は恒久措置となっておりますけども、世帯単位で見ますと後期高齢

者へ移行してから５年間しか適用されない措置のため、平成２５年度以降、こ

れらの措置を受けられなくなる世帯が生じてきます。 

 そこで、１点目に申し上げました軽減判定の特例措置につきましては、後期

高齢者医療制度への移行によって、世帯の所得等の状況が変わらないにもかか

わらず負担増になりかねないということから、５年間に限るという期間を取り

払いまして、適用期間を設けない恒久的なものとしました。 

それから２点目に申し上げました後期高齢者医療制度への移行によって、国

保の単身世帯となる世帯への特例措置につきましては、激変緩和措置といたし



 24

まして移行後６年目から８年目までの間にある世帯、これを特定継続世帯と呼

びますが、この世帯に対して、世帯別平等割額を４分の１軽減する措置を追加

いたしました。 

 それでは、改正条文を読み上げながら説明させていただきます。 

 第５条の２第１号中「の属する月以降５年を経過するまでの間に限り、同日」

を削り、「属する被保険者が属する世帯」の次に「であって同日の属する月（以

下この号において「特定月」という。）以後５年を経過する月までの間にあるも

の」を、「において同じ。」の次に「及び特定継続世帯（特定同一世帯と同一の

世帯に属する被保険者が属する世帯であって特定月以後５年を経過する月の翌

月から特定月以後８年を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保

険者がいない場合に限る。）をいう。第３号、第7号の３及び第２１条において

同じ。）を加え、同条に次の１号を加える。 

（３）特定継続世帯２万１００円。                   

 この改正文につきましては、先ほど申し上げました、軽減措置に係る基準額

の算定について、後期高齢者医療制度移行後５年間に限り被保険者と同様に位

置づける算定の特例について、この５年間に限りの５年間を削除しまして、恒

久的なものといたしました。 

また、２人の国保世帯で一方の方が７５歳以上となり、後期高齢者医療制度

に移行した世帯の国民健康保険税の世帯別平等割額について、これまでは移行

後5年間2分の１を軽減していたものを、激変緩和措置として、移行後６年目

から8年目までの3年間について特定継続世帯として４分の1の額を軽減措置

した後の額２万１００円を追加したものです。  

続きまして、第7条の３第1号中「以外」を「及び特定継続世帯以外」に改

め、同条に次の１号を加える。 

 （３）特定継続世帯５,４００円。 

 この改正条文は、後期高齢者支援金等課税額の世帯別平等割額について、こ

の前の改正条文と同様に激変緩和措置として、後期高齢者医療制度移行後 6 年

目から8年目までの3年間について４分の１軽減措置した後の額５,４００円を

追加したものです。 

 第２１条、第１項第１号イ（ア）中「以外」を「及び特定継続世帯以外」に

改め、同号イに次のように加える。 

（ウ）特定継続世帯１万４,０７０円。 

この改正文につきましては、国民健康保険世帯の所得に応じ、税の軽減措置

を定めたもので、今回のこの改正文は、世帯の所得を合算して７割軽減判定と

なる世帯別平等割額について定めたもので、条文の中に新たに特定継続世帯の

額１万４,０７０円を定めたものです。 
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第２１条、第１項第１号エ（ア）中「以外」を「「及び特定継続世帯以外」に

改め、同号エに次のように加える。 

 （ウ）特定継続世帯３,７８０円。 

 この改正条文につきましては、後期高齢者支援金等課税額について、世帯の

所得を合算して７割軽減判定となる世帯の世帯別平等割額を定めたもので、条

文の中に新たに特定継続世帯の額３,７８０円を定めたものです。 

第２１条、第１項第２号イ（ア）中「以外」を「「及び特定継続世帯以外」に

改め、同号イに次のように加える。 

 （ウ）特定継続世帯１万５０円。 

 この改正条文につきましては、国民健康保険世帯の所得に応じ、税の軽減措

置を定めたもので、世帯の所得を合算して５割軽減判定となる世帯別平等割額

について定めたもので、条文の中に新たに特定継続世帯の額１万５０円を定め

たものです。 

第２１条、第１項第２号エ（ア）中「以外」を「「及び特定継続世帯以外」に

改め、同号エに次のように加える。 

 （ウ）特定継続世帯２,７００円。 

 この改正条文につきましては、後期高齢者支援金等課税額について、世帯の

所得を合算して５割軽減判定となる世帯の世帯別平等割額を定めたもので、条

文の中に新たに特定継続世帯の額２,７００円を定めたものです。 

第２１条第１項第３号イ（ア）中「以外」を「「及び特定継続世帯以外」に改

め、同号イに次のように加える。 

 （ウ）特定継続世帯４,０２０円。 

 この改正条文は、国民健康保険世帯の所得に応じ、税の軽減措置を定めたも

ので、今回の改正文は、世帯の所得を合算して２割軽減判定となる世帯別平等

割額について定めたもので、条文の中に新たに特定継続世帯の額４,０２０円を

追加しております。 

第２１条、第１項第３号エ（ア）中「以外」を「「及び特定継続世帯以外」に

改め、同号エに次のように加える。 

 （ウ）特定継続世帯１,０８０円。 

 この改正条文につきましては、後期高齢者支援金等課税額について、世帯の

所得を合算して２割軽減判定となる世帯の世帯別平等割額を定めたもので、条

文の中に新たに特定継続世帯の額１,０８０円を定めたものです。 

附則第１５項中「附則第４４条の２第３項」を「附則第４４条の２第４項及

び第５項」に、「第３６条」を「第３５条第１項」に改める。 

 本改正文は、東日本大震災関連に係る被災居住用財産の敷地に係る譲渡期限

の延長の特例について、地方税法等の改正があったことによる条文整理であり
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ます。 

最初にも申し上げましたけども、今回の改正の内容は２点ありまして、所得

に応じた均等割額、世帯別平等割額の軽減措置に係る基準額の算定には、後期

高齢者に移行した方も恒久的に被保険者とみなすとしたことが１点。 

 それからもう１点は、後期高齢者医療制度への移行によって国保の単身世帯

となった世帯について、移行後５年間、世帯平等割額は２分の１の軽減措置が

取られていましたが、激変緩和のため移行後６年目から８年目までの３年間、

世帯別平等割額について４分の１の軽減措置を設けたこととなっております。 

 平成２５年４月１日現在では６５世帯が今回設けられた特定継続世帯の軽減

措置の対象となり、国民健康保険税分で４３万５,５００円、後期高齢者支援金

分で１１万７,０００円が減額措置されることとなります。 

 附則。施行期日、第１条、この条例は、公布の日から施行し、平成２５年４

月１日から適用する。 

ただし、附則第１５項の改正規定は、平成２６年１月１日から施行する。 

 適用区分。第２条、次項に定めるものを除き、改正後の本別町国民健康保険

税条例（以下「新条例」という。）の規定は、平成２５年度以降の年度分の国民

健康保険税について適用し、平成２４年度分までの国民健康保険税については、

なお従前の例による。 

 2、新条例附則第１５項の規定は、平成２６年度以後の年度分の国民健康保険

税について適用する。 

以上で、議案第４１号本別町国民健康保険税条例の一部改正についての御説

明とさせていただきます。 

御審議のほどよろしくお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） これから、質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。 

 これで、質疑を終わります。 

 これから、討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第４１号本別町国民健康保険税条例の一部改正についてを採

決します。 

 お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 
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○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第４１号本別町国民健康保険税条例の一部改正については、

原案のとおり可決されました。 

─────────────────────────────── 

◎日程第９ 議案第４２号 

○議長（方川一郎君） 日程第９ 議案第４２号本別町国民健康保険病院事業

の設置及び管理に関する条例の一部改正についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 毛利国保病院事務長。 

○国保病院事務長（毛利俊夫君） 議案第４２号本別町国民健康保険病院事業

の設置及び管理に関する条例の一部改正について、提案理由の御説明を申し上

げます。 

 今回の改正につきましては、脳神経外科の専門外来開設について協議を進め

ておりましたが、一定の合意に達しましたので、開設のための条例改正を提案

するものでございます。 

 開設の内容につきましては、行政報告でも申し上げたところでございますが、

帯広北斗病院から脳神経外科の医師の派遣をいただき、５月より月１回、第一

火曜日の午後の診療を予定しているところでございます。 

 それでは、改正条文を御説明させていただきます。 

なお、条文中の括弧の朗読は省略させていただきます。 

 本別町国民健康保険病院事業の設置及び管理に関する条例の一部を改正する

条例。 

 本別町国民健康保険病院事業の設置及び管理に関する条例（平成１２年条例

第１９号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第１項に次の１号を加える。第９号、脳神経外科。 

 附則、この条例は、平成２５年５月１日から施行する。 

 以上、本別町国民健康保険病院事業の設置及び管理に関する条例の一部改正

についての説明とさせていただきます。 

よろしく御審議をお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） これから、質疑を行います。 

 阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） 町長の行政報告でもあったとおりで、いつも思いま

すが病院の規模のわりには、診療科目が非常に多いということで、住民への医

療サービスという点では、好ましいというふうに思っているのですけども、今

回、脳神経外科、これもやはり重要な診療科目だと思いますけれども、現状の、

今まではないわけですから当然ほかの病院に患者さんが行っているというふう
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に思うので、そういうようなことを踏まえた、需要という言い方は正しくない

のですけども、どの程度の、月１回ですから、一定の人数というのは大体これ

くらいかと私も思うのだけども、その辺の試算的なものがあれば伺いたいとい

うふうに思います。 

○議長（方川一郎君） 毛利国保病院事務長。 

○国保病院事務長（毛利俊夫君） 御質問にお答えしたいと思います。 

 まず、脳疾患の患者さんがどれくらいいるかということになりますけれども、

これは、なかなか把握するのは難しいかというふうには考えているところでご

ざいますが、ただ今回、北斗病院のほうと協議する中で、現在、北斗病院に通

っておられる患者さん、ちょっと厚生病院等は把握できない部分はありますけ

れども約３００人が通っていられて、延べ人数でいきますと約６８０回、通院

されているといった状況。これらの患者さんのうち、症状だとか主治医の先生

の関係だとかいろいろあると思いますけれども年に１回、北斗の検査を受けら

れる方が大体１８０人くらいいらっしゃるということをお聞きしておりまして、

残りの大体１２０人の方が投薬を目的に通院されているといったような現状か

ら、本別で、ＭＲＩはございますけれども、それらの検査を有効に活用する中

から通院の患者負担の軽減につながるのではないかといったようなこと、当院

といたしましてもこれらの診療科の開設により、町民の利便性にもつながると

いったことから、今回、診療科目を標榜するといった手続き上、改正条文を提

案したというところでございます。以上でございます。 

○議長（方川一郎君） ほかにありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。 

 これで、質疑を終わります。 

 これから、討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第４２号本別町国民健康保険病院事業の設置及び管理に関す

る条例の一部改正についてを採決します。 

 お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案４２号本別町国民健康保険病院事業の設置及び管理に関す

る条例の一部改正については、原案のとおり可決されました。 
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─────────────────────────────── 

◎日程第１０ 議案第４３号 

○議長（方川一郎君） 日程第１０ 議案第４３号財産の取得についてを議題

とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 大和田総務課長。 

○総務課長（大和田収君） 議案第４３号財産の取得について、提案理由の説

明を申し上げます。 

このたびの財産の取得に際しましては、予定価格が３,０００万円以上の動産

の買い入れとなりますので、地方自治法第９６条第１項第８号及び議会の議決

に付すべき契約及び財産の取得または処分に関する条例第３条の規定により議

会の議決を求めるものでございます。 

財産取得の目的につきましては、現在使用しております紙戸籍を電算システ

ムで運用することにより、戸籍の正確性の確保と未来永劫維持していくため、

さらに戸籍事務の適正化、事務処理の迅速化を図り住民サービスの向上を図る

ものでありまして、昨年度は戸籍電算システム導入事業事務委託を実施してお

り、今回はこの戸籍電算システム機器等を購入するためで、財産の内容は、シ

ステム及びハードウェア一式となっております。 

財産の取得につきましては、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

に基づく随意契約によるもので、本別町財務規則第１２１条第１項第１号に基

づき、富士ゼロックスシステムサービス株式会社、営業本部、公共システム営

業事業部北海道支店の１者を選定いたし、平成２５年４月９日に見積合わせ執

行通知を行い、平成２５年４月１６日に見積合わせを執行しております。 

契約金額は５,１９２万２,５００円で、見積合わせの回数は１回で決定をして

おります。 

仮契約は、平成２５年４月１６日に行っており、納期は平成２５年１２月３

１日としております。 

 取得する財産につきましては、戸籍電算システムとして戸籍総合システム・

ブックレスを１台、サーバ機器等としてホストサーバから下段の業務用端末の

８機器で、数量はそれぞれ一式となっております。 

取得の方法につきましては、北海道市町村備荒資金組合から譲渡を受けるも

のでございます。 

以上、議案第４３号財産の取得についての提案理由にかえさせていただきま

す。 

よろしくお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） これから、質疑を行います。 
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 阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） 役場のシステムの導入というのは、こういうような

金額が多いというのは十分承知の上で伺うのですけれども、一つは、まず随意

契約であるということですね、随意契約ということになると、ほかに何社も比

べるような、そういう対応ができないような状況で、しかも北海道備荒資金組

合から譲渡を受けるというような表現になっていますけれども、メーカーがほ

とんど指定されたような状態なのかどうなのか、そこを確認したいというふう

に思います。 

 それから、こういうシステム機器は、先ほど申し上げたように、一つのソフ

トだけでも何百万というのがこれまでもあるのが通例ですので理解しているつ

もりなのですが、ただ、約５,２００万円ですから、職員１０人分以上だという

のが一つ、住民感情として多分あると思います。それで、もし、一人の職員を

専従でつけるとしたら１０年以上をつけられるということにもなるので、そう

いう数字ということなので、それをこの機械を、このシステムを導入するとい

うことの合理性というのは、やはり、もう少し丁寧に説明すべきだと私は思い

ます。時代としては、そういう時代だと私も思うのですけれども、結構大きな

金額だし、それから半永久的には使われるというふうに思うのですけども、更

新ということが今後ないのかどうなのか。更新するとなるとまた１０万、２０

万の世界ではないと思いますので、その辺りをもう少し丁寧に説明を、わかる

範囲で結構ですけどもお願いしたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 答弁、大和田総務課長。 

○総務課長（大和田収君） まず１点目の随意契約のことについては、私のほ

うから説明をさせていただきます。 

 実は、この電算システム購入にあたりましては、先ほども御説明申し上げま

したけども、昨年度、事務委託で１,０００万円ほどの事業を経過しております。

この制度を導入するにあたりまして、その前の年に、プロポーザルを実施いた

しまして機器の選定、業者の選定等を実施をしております。その中で道内の実

績、それから全国的な企業等のところに御案内をいたしまして、結果的には１

者の応募がありまして、その中でプロポーザルを実施いたしまして、副町長を

委員長として検討委員会の中で開催をいたしまして、結局、富士ゼロックスさ

んの１者ということで契約しております。このために１者、目的、相手方が特

定されるということで随意契約で今回取り進めております。以上です。 

○議長（方川一郎君） 答弁、千葉住民課長。 

○住民課長（千葉輝男君） 導入したことによる、恐らく合理性というか住民

サービスへの影響等のお話しだと思いますけども、まず、導入するにあたって

の当初の考え方ですが、平成６年の総務省の電子情報処理組織による戸籍事務
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の取り扱いに関する特例によりまして、コンピュータの記憶装置を戸籍簿の抄

本とすることが認められました。この中で市町村は、戸籍事務を電子情報処理

組織によって取り扱うように務めなければならないというように定められてお

ります。 

管内的には、平成１９年に帯広市が導入して以降、町村でも順次、導入が進

みまして、本年度中に本町を含む１市１７町村が導入されることとなります。

導入したことによる住民サービスへの影響ですが、本町には、平成２５年３月

末時点で４,５１０の戸籍と１万１,２８５の除籍、改正原戸籍があります。この

システムの稼働日は、本年の７月末としておりまして、戸籍附表、除籍、改正

原戸籍が対象となっております。 

導入したことによる住民サービスへの向上の面ですけども、一つ目には、窓

口サービスの向上ということで、証明書の交付までの待ち時間の短縮、そして、

証明書は今まで、紙というか、戸籍をコピーしていたものがコンピュータから

出力されると。そして大変見やすくなるという部分もあります。それから、戸

籍の届け出、出生ですとか婚姻ですとか転籍等の処理時間が短縮されるという

利点があります。 

二つ目には、戸籍事務の正確かつ迅速な処理が可能になるということで、１

点目には、戸籍の検索が正確で迅速になる。２点目には、的確性の確保、審査

事務が容易になる。３点目が自動的な戸籍記録が容易になる。４点目として、

辞書機能により文字の適否の判断が容易になる。５点目として、数値統計副本

の作成事務が容易になる。６点目としてコンピュータ管理になることで、個人

情報の保護の強化が図られることなどが挙げられます。 

 また、法務省では、東日本大震災のような未曾有の大災害がもし起きた場合

の対応として、滅失した戸籍を復活させることができるよう戸籍副本データ管

理システムを本年９月、稼動予定で進められているとのことで、運用開始にな

りますと、副本を全国２カ所、北海道と関西を予定しているそうですけども、

２カ所に設置する副本データ管理センターに、このたび導入するシステムから

データを送信して保管されることとなります。 

それから機器の更新につきましては、サーバ等は、基本は５年間、本町での

運用は７年としております。システムについては、リースによるものです。以

上でございます。 

○議長（方川一郎君） 阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） 今、住民課長からの説明で、基本的には、法的に決

められたと、だからやらなければならないのだという趣旨だと私は理解しまし

た。人口８,０００人の町で、このようなシステムが本当に必要なのかどうなの

か、ちょっと悩ましい部分もありますが、今、るる説明されたさまざまな利点
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があるということも私自身は理解できるのですけれども、やはりどうしても、

この大きな金額、しかも７年でサーバを更新していくということで、この時ま

た一定の金額、今度は、単費が必要になるのか、それとも公費で国の補助が出

るのかどうなのかわかりませんけども、いずれにしてもまた、一定の金額がか

かっていくということになるのかというふうに思います。住民に、よく説明を

する部分ではないかというふうに思うので、その住民周知の基本的な進め方と

いうか、考え方を伺いたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 答弁、砂原副町長。 

○副町長（砂原 勝君） 私のほうから答弁をさせていただきます。 

 このシステム化につきましては、これは御指摘のとおり国が相当、強力に進

めておりまして、本別町も早くやっていただきたいという要請を再三いただい

ております。 

そして、十勝で一番先にやったのは帯広市で平成１９年に導入して、なかな

か一般補助がないということで、どこも多額の一般財源が出せないということ

で、抵抗していたということではないのですけども、遅れていたと。そして２

１年、２２年、２３年、２４年ぐらいで十勝もかなりの数がスタートしてくる

という状況も踏まえて、全国的には９０パーセント超えている普及率というこ

とで、いろんなコンピュータ化したことによる全国一律的なこのサービスのシ

ステムもいろいろとこれから入ってくるだろうと考えていますけども、それが

システム化されていないと、そこだけが外されていくという問題等も起きてく

るということで、私たちも今回、導入を昨年、踏み切ったと。そして一般財源

が大量に出ますから、それをどうするかという部分で備荒資金組合の資金を使

わせていただいていると、そういう関係でございます。そして、このシステム

は７月に稼動するのですけども、どういう、町民にとってメリットがあるのか

という部分についてはですね、これは、広報等含めて稼動の前で、住民にも周

知はしていきたいと考えておりますけども、住民側から考えるとデメリットは

ないだろうと考えておりまして、そこはしっかり周知をしていきたいと考えて

おります。 

それから、この１者の問題でございますけども、当初、十勝も２者か３者い

たのですけども、もう８割、９割達成したと、事業が。そして今、残って対応

している企業は富士ゼロックスぐらいしか残っていない。そしてプロポーザル

をやって、いろんな過去の十勝に入っている事業所含めて御案内を差し上げた

のですけども、来ていただいたのは１者のみということで、私どももそこをと

らえながら随契をしたという状況でございます。以上でございます。 

○議長（方川一郎君） ほかにありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 
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○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。 

 これで、質疑を終わります。 

 これから、討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第４３号財産の取得についてを採決します。 

 お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第４３号財産の取得については、原案のとおり可決されま

した。 

─────────────────────────────── 

◎日程第１１ 議案第４４号 

○議長（方川一郎君） 日程第１１ 議案第４４号財産の取得についてを議題

とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 大和田総務課長。 

○総務課長（大和田収君） 議案第４４号財産の取得について、提案理由の説

明を申し上げます。 

このたびの財産の取得に際しましては、先ほども御説明申し上げましたが、

予定価格が３,０００万円以上の動産の買入れとなりますので、地方自治法第９

６条第１項第８号及び議会の議決に付すべき契約及び財産の取得または処分に

関する条例、第３条の規定により議会の議決を求めるものでございます。 

財産取得の目的は、除雪作業の作業効率向上を図り、迅速に冬道の安全な交

通を確保することを目的に老朽化しました除雪トラック１０トン級を更新する

もので、財産の内容は、除雪トラック１０トン級6×6ダンプ型アングリング

プラウ・アングリング路面整正装置付となってございます。 

財産の取得につきましては、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

に基づく随意契約によるもので、東北海道いすゞ自動車株式会社帯広支店本別

営業所、東北海道日野自動車株式会社帯広支店、ＵＤトラックス道東株式会社

の３者を選定いたしました。 

 平成２５年４月９日に見積合わせ執行通知を行い、平成２５年４月１６日に

見積合わせを執行しております。 

契約金額は３,５３６万３,１４２円で、見積合わせの回数は１回で決定をして
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おります。 

契約の相手方は、中川郡本別町上本別２１番地９、東北海道いすゞ自動車株

式会社帯広支店本別営業所所長、○○○○でございます。 

仮契約は、平成２５年４月１６日に行っております。 

納期は、平成２５年１２月３０日でございます。 

以上、議案第４４号財産の取得についての提案理由にかえさせていただきま

す。 

よろしくお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） これから、質疑を行います。 

 阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） ３者による見積もり合わせ１回で決まったという趣

旨だったと思いますが、入札というのはしないのですか。見積もり合わせと入

札は違いますよね。それをちょっと、申し訳ない、わからないので。 

○議長（方川一郎君） 答弁、大和田総務課長。 

○総務課長（大和田収君） お答えをしたいと思います。 

 今回の見積もり合わせにつきましては、物品購入ということになります。そ

れで、工事契約等については入札等で登録制度を実施しておりますが、本町の

場合、物品については、その制度をしておりませんので、今回、物品購入とい

うことで随意契約で進めさせていただきます。ただ、３者選定というのは、十

勝管内で、このダンプを取り扱える業者が３者しかないということで特定され

るということで随意契約で実施をしております。以上です。 

○議長（方川一郎君） ほかにありませんか。 

林武君。 

○１１番（林 武君） 今、ちょっと聞き漏らしたのですけども、納車は何日

と言っていましたでしょうか。 

○議長（方川一郎君） 答弁、大和田総務課長。 

○総務課長（大和田収君） 納期期限は、平成２５年１２月３０日でございま

す。以上です。 

○議長（方川一郎君） 林武君。 

○１１番（林 武君） ２５年度の予算で認定されておりますので、別に執行

には問題はないと思いますけども、今聞きますと、納車が１２月３０日という

ことで、契約が１６日に見積もり合わせが終わっていると、４月に。この長期

間、間が空くのは、本当に素朴な疑問なのだけども、１２月の頭から稼動しな

ければならないような状況ですよね。そんな本当に、半年以上空くことがどう

なのかという素朴な疑問がありますよね。 

それと、除雪トラックとなっていますので、アタッチメントをつけて、こう
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なったやつだとか、クリック用のこれだとかというのがついているようですけ

ども、夏に、これを外して、ダンプ型となっていますので、恐らくダンプの仕

様になっていると思うのです、上げ下げも。そしたら、これを夏に利用して、

そして冬になると除雪用に専門に使うということだと思っていたのです。だけ

ど今、聞くと１２月３０日に納車ということになると年末ぎりぎりに、そうし

たら１月から稼動ですよね。１２月頭から降雪があるということは想定できま

すよね、毎年。その間は、古いダンプ、いわゆる除雪車で間に合わせるという

ことだと思うのですけども、長期間空けるということが、どういうふうな考え

方で空けたのか。さっき申し上げたとおり本当に素朴な疑問なのですけど、そ

の辺含めてお答え願いたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 答弁、横田建設水道課長。 

○建設水道課長（横田仁志君） 今回のダンプにつきましては、いすゞ自動車、

日野自動車、ＵＤトラックス、国内のメーカーでは、この３者がうちの規格に

合う除雪トラックを取り扱っているところでございます。その中で、事前に自

動車会社のほうに確認したところ、今、受注といいますか、非常に混んでいる

といったら表現あれなのですけど、そういう状況の中で、納車については、ど

うしても８カ月程度かかるということの中から納期設定させていただきました。

それと、今、納車と同時にうちの今、既存にある古いダンプが下取りという形

で、補助事業上そういうふうに決まってございますので、それで交換というこ

とになりますので、なんとかことしの稼動できる期間内においては、今の古い

ものを何とかうまく使って稼動させていきたいと考えております。以上でござ

います。 

○議長（方川一郎君） 林武君。 

○１１番（林 武君） 今、ダンプも含めて重機関係がそういう状況で、発注

してから早くて１０カ月、８カ月何ていったら早いほうですね。ですから、こ

れは特殊車ですから、発注して初めて製造にかかるというのがそうだと思うの

です。ただ、予算が確定した時点で、もう既に、これを買うということですか

ら、それを想定しながら古いやつを整備しながら、そして１２月の納期となっ

たら、これはやはり最初の説明で、納期はいつで、こういう状況でこうなのだ

という説明をしていただければ問題ではないと思うのです。ただ、買うのだか

ら決まったのだから買ってしまうのだからという、たまたまそうなっていると

いうことになれば、そうではなくて、前段でそういう話をしていただければ我々

も含めて納得できると思うのですけども、今後、そういう対応で、できればお

願いしたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（方川一郎君） 答弁、砂原副町長。 

○副町長（砂原 勝君） 私のほうから答弁をさせていただきます。 
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 今、御指摘をいただいたものについては、むしろ予算の提案説明の月に納車

はこのぐらいかかるという、特殊なものについては説明をしておくのがやはり

親切だろうと考えておりますので、その辺を今後、直させていただきたいと思

います。よろしくお願いします。 

○議長（方川一郎君） ほかにありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。 

 これで、質疑を終わります。 

 これから、討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第４４号財産の取得についてを採決します。 

 お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第４４号財産の取得については、原案のとおり可決されま

した。 

─────────────────────────────── 

◎日程第１２ 同意第１号 

○議長（方川一郎君） 日程第１２ 同意第１号固定資産評価員選任について

同意を求める件を議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 髙橋町長、御登壇ください。 

○町長（髙橋正夫君）〔登壇〕 同意第１号固定資産評価員選任について同意を

求める件につきまして、提案理由の説明を申し上げます。 

 本別町固定資産評価員につきまして、中川郡本別町○○○○○○○○○○に

お住まいの本別町住民課長でもあります千葉輝男さんを適任と判断し選任をい

たしたく地方税法第４０４条第２項の規定によって議会の同意を求めるため提

案をさせていただきました。 

御同意をいただきますように、よろしくお願い申し上げまして提案理由の説

明とさせていただきます。 

○議長（方川一郎君） これから、質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。 
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 これで、質疑を終わります。 

 これから、同意第１号固定資産評価員選任について同意を求める件について

を採決します。 

 この採決は、起立によって行います。 

 本件は、これに同意することに賛成の方は起立願いします。 

（賛成者起立） 

○議長（方川一郎君） 起立多数です。 

 お座りください。 

 したがって、同意第１号固定資産評価員選任について同意を求める件は、同

意することに決定されました。 

─────────────────────────────────── 

◎閉会宣告 

○議長（方川一郎君） これで、本日の日程は全部終了しました。 

 会議を閉じます。 

 平成２５年第２回本別町議会臨時会を閉会いたします。 

 御苦労さまでした。 

閉会宣告（午前１１時４４分） 
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